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Ⅰ 平成２７年度上半期財政運営の状況 

 
１ あらまし 
 
 本市の平成２７年度予算は、市税は景気回復傾向により増収を見込むほか、

各種交付金で地方消費税交付金が大幅増となりました。しかしながら、歳入の

根幹である市税は、景気動向に左右される不安定な構造を有しており、依然と

して大幅な伸びが期待できないままとなっています。また、社会保障経費など

経常経費は伸び続け、物価上昇や消費税率引き上げに伴う支出増など厳しい財

政状況の中、行財政改革推進プランに基づき、各施策が現状に合ったものとな

るよう事業の見直しを行い、より一層の健全財政に努めました。 

歳入では、景気回復傾向により、市税は約２億円、地方消費税交付金は約２

１億円の増となり、国・都支出金の積極的な活用や基金計画に基づく大規模事

業への計画的な繰入れ、事業債などを活用することで、財源補塡を行わずに対

応しました。 

 歳出では、第６次府中市総合計画後期基本計画の２年目となり、「みんなで創

る 笑顔あふれる 住みよいまち」の実現に向け、市民協働のもと、市民の「や

すらぎ」、市民との「つながり」、人とまちの「かがやき」に関する施策を充

実させるとともに、子育て支援施策や福祉施策を拡充・強化し、各種施策の目

標を着実に達成させる予算としています。 
 平成２７年度上半期の国内の経済情勢は、いわゆるアベノミクス効果により、

景気は緩やかに回復しつつあり、デフレ脱却と経済再生に向けた前進がみられ

ています。今後は、雇用・所得環境が引き続き改善し、地方にも好循環が進展

するとともに、堅調な民需に支えられた景気回復が見込まれています。 
９月の政府の月例経済報告では、「景気は、このところ一部に鈍い動きもみら

れるが、緩やかな回復基調が続いている。」としている一方で、中国をはじめと

するアジア新興国の景気が下振れし、国内景気が下押しされるリスクがあるこ

ともにも言及していることから、楽観視することに注意を払っています。 

このような中、市では、９月補正予算においては、市民が安全に安心して元

気に暮らせるまちづくりを目指して教育環境整備やインフラ保全・整備などの

事業を追加するとともに、社会保障・税番号制度に係る予算を追加しました。 
今後も、第６次府中市総合計画前期基本計画の着実な推進に向け、選択と集

中の観点に立ち、計画的かつ効率的な財政運営に努めていきます。 
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２ 収入支出の状況 

 

（１）一般会計 

一般会計では、当初予算額が９２８億５千万円でしたが、４月に７億９１２４

万円を前年度予算から繰越し、第３回市議会定例会において、１７億１１６２万

４千円を増額補正し、予算現額は９５３億５２８６万４千円となりました。 

第３回市議会定例会で可決された補正予算（９月補正）の内容は、次のとお

りです。 

 

［歳入］ 

使用料及び手数料では、通知カード再交付手数料及び個人番号カード再交付

手数料をそれぞれ１千円増額しました。 

国庫支出金では、歴史活き活き史跡等総合活用整備事業費補助金を１２０７

万９千円減額し、防災・安全交付金で３億４０８２万７千円、社会資本整備総

合交付金で９２５１万６千円、個人番号カード交付事業費補助金で８７４０万

円を増額するなど、合計で５億３７６２万８千円を増額しました。 

都支出金では、歴史活き活き史跡等総合活用整備事業費補助金を６０４万円

減額し、府中駅南口地区再開発事業費補助金で１億３６５万円、府中駅南口地

区公共施設管理者負担補助金で６９３０万６千円を増額するなど、合計で１億

７６００万２千円を増額しました。 

繰入金では、介護保険特別会計からの繰入金で８２００万９千円を増額しま

した。 

繰越金では、前年度繰越金で８億３３９０万円を増額しました。 

諸収入では、精算・返還金等収入で８万３千円を増額しました。 

 市債では、都市計画事業債で８２００万円を増額しました。 

 

［歳出］ 

総務費では、通知カード・個人番号カード関連事務費交付金で８７４０万

円、個人番号カード交付事務費で３６６３万８千円、府中の森芸術劇場に係

る施設管理運営費で１８６０万６千円、公会堂設置費等補助金で１５７５万

円を増額するなど、合計で１億７７６５万１千円を増額しました。 

  民生費では、国民健康保険特別会計繰出金で３２３９万２千円を減額し、

国庫・都支出金精算返還金で１億７７８４万２千円、学童クラブ運営費で２

５７９万８千円を増額するなど、合計で１億７３２１万７千円を増額しまし

た。 

  衛生費では、保健センター整備事業費で４６７万７千円を増額するなど、
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合計で４６８万７千円を増額しました。 

  土木費では、府中駅南口地区公共施設管理者負担金で６億１６０５万円、

府中駅南口地区市街地再開発事業費補助金で２億９９８１万６千円、道路維

持整備事業費で５７０５万７千円、道路改良整備事業費で３６７０万円を増

額するなど、合計で１１億１４８９万円を増額しました。 

  消防費では、防災施設整備事業費で２６２万１千円を増額するなど、合計

で４３５万円を増額しました。 

  教育費では、中学校校舎等整備事業費で７４２０万円、武蔵国府跡整備事

業費で２４１５万８千円を減額し、小学校校舎等整備事業費で５７１０万円、

郷土の森博物館整備事業費で２１１２万９千円を増額するなど、合計で７１

７万１千円を減額しました。 

 諸支出金では、公共施設整備基金積立金で２億４４００万円を増額しまし

た。 

 

［執行状況］ 

９月３０日現在の収入・支出の状況は、収入済額は４７９億５９５２万円

で、予算現額に対して５０．３％の執行率となっています。また、支出済額

は３６６億２０４万７千円で、３８．４％の執行率となっています。 
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図表１ 平成２７年度一般会計歳入・歳出予算の執行状況 

 

（平成２７年９月３０日現在）  

 

※収入・支出額は、千円未満を四捨五入しています。 

※予算現額には、９月３０日までに可決された一般会計補正分・前年度からの

繰越分を含みます。 
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（２）特別会計 

 特別会計は、一般会計とは別に特定の事業を行うための会計で、６つの特別

会計を設けています。 
 特別会計の合計は、当初予算額は１４８２億８５５４万７千円でしたが、９

月に国民健康保健特別会計と介護保険特別会計を補正し、１５１０億４５８万

４千円となりました。 

 国民健康保健特別会計の９月補正予算では、データヘルス計画策定に伴う事

業費を増額するとともに、後期高齢者支援金など実績に基づく増減を計上しま

した。 

介護保険特別会計では、国庫・都負担金及び前年度繰越金など３億３４３２

万４千円を財源として、介護保険給付費等準備基金積立金、一般会計繰出金、

前年度事業の精算に伴う返還金を計上しました。 
 

 

 

図表２ 平成２７年度各特別会計歳入・歳出予算の執行状況 
 

（平成２７年９月３０日現在） 

会計別 
予算現額 

（千円） 

収入済額 

（千円） 

執行率

（％） 

支出済額 

（千円） 

執行率

（％） 

国民健康保険 28,125,482 11,723,507 41.7 11,287,377 40.1 

後期高齢者医療 4,655,314 2,023,901 43.5 1,506,523 32.4 

介護保険 15,114,144 6,958,573 46.0 5,952,752 39.4 

公共用地 3,726,586 562,633 15.1 305,502 8.2 

下水道事業 4,020,888 1,651,029 41.1 885,676 22.0 

火災共済事業 9,306 994 10.7 30 0.3 

合  計 55,651,720 22,920,637 41.2 19,937,860 35.8 

※各区分の金額は、千円未満を四捨五入しています。 
※競走事業特別会計は、平成２７年度より公営企業会計に移行しました。
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３ 市税収入の状況     

 

 市の行政を円滑に推進し、多くの市民要望に適切に対応するために、市税は

最も重要な財源です。 

 市税の中でも、市民税と固定資産税が全体の９０％を占め、財政運営を支え、

健全な財政基盤を確立するために重要な役割を果たしています。 

 市税は、予算現額が４８１億４３０１万４千円で、収入済額は２９４億９１

２万６千円でした。執行率は６１．１％となり、前年度と比較すると１．６ポ

イントの増となっています。 

 

 

 

図表３ 平成２７年度市税収入の状況  

 

（平成２７年９月３０日現在） 

区      分 
予算現額 

（千円） 

収入済額 

（千円） 

執行率 

（％） 

市 民 税 22,172,900  14,014,803  63.2 

固 定 資 産 税 21,241,309  12,622,525  59.4 

軽 自 動 車 税 130,655  129,860  99.4 

市 た ば こ 税 1,395,969  768,531  55.1 

入 湯 税 1    0.0 

都 市 計 画 税 3,202,180  1,873,407  58.5 

市  税  合  計 48,143,014  29,409,126  61.1 

※各区分の金額は、千円未満を四捨五入しています。
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４ 市債の状況    

 

 義務教育施設や道路、下水道などの公共施設の建設には、多額の経費が必要

です。 

 このため、一時的に経費負担が集中することを避け、将来利用する市民の

方々にも応分の負担をしていただくように、国や都などから長期借入を行い、

財源の一部としています。 

 平成２７年９月３０日現在の市債の現在高は、総額４４８億１６３９万７千

円で、その内訳は一般会計で３９９億８９１６万７千円、下水道事業特別会計

で４８億２７２３万円となっています。 

 市債の現在高を前年同期と比較すると、１５億１６８９万９千円（３．３％）

の減となっています。 

 また、今年度上半期の市債償還額は１６億１１８３万１千円で、市民１人当

たり６２６９円、１世帯当たり１万３２２３円となっています。 

 

 

 

図表４ 平成２７年度市債の会計別・借入先別現在高の状況 

           （平成２７年９月３０日現在） 

 

   ①会計別現在高 

区  分 現在高（千円） 構成率（％） 

一般会計 39,989,167 89.2  

下水道事業会計 4,827,230 10.8  

合  計 44,816,397 100.0  

 

   ②借入先別現在高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

借入先 現在高（千円） 構成比（％） 

財  務  省 15,924,969  35.5  

旧日本郵政公社 3,478,694  7.8  

東   京   都 19,136,476  42.7  

全国市有物件災害共済組合 73,382  0.2  

東京都区市町村振興協会 1,545,031  3.4  

地方公共団体金融機構 2,802,270  6.3  

市 中 銀 行 1,855,575  4.1  

       合    計 44,816,397  100.0  
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Ⅱ 平成２６年度決算の状況    

 

１ あらまし 

平成２６年度は、市税収入が前年度より微増となり、昨年度からの景気回復

傾向が持続され、消費税率引き上げの影響を受ける中、公共施設の老朽化対策

等を引き続き実施したほか、給食センター新築事業などの大規模事業の着実な

進展を図るとともに、市政施行６０周年であることから各種記念事業を実施し

ました。また、市民協働の推進にあたり、行動計画の策定や市民協働都市宣言、

ＮＰＯボランティアセンターの機能強化に向けた取組を行うとともに、多目的

防火貯水槽の各中学校への設置を完了させるとともに、耐震化への補助を継続

し、災害発生における備蓄品の整備といった防災・減災対策を実施するなど、

市民が安全・安心・元気に生活できるような行政サービスの提供に努めました。 

歳入では、財源の中心となる市税収入が法人市民税などで前年度より減とな

った一方、個人市民税や固定資産税の土地・家屋の増などから前年度と比較し

て４億６９８３万９千円（０．９％）の増となりました。また、税連動交付金

では、地方消費税交付金が消費税率引き上げの影響から、前年度より７億１１

２６万６千円と大幅増となりました。そのほか、国庫・都支出金や繰入金では、

府中駅南口地区市街地再開発事業の進捗に伴い大幅減となるなど、一般会計の

収入済額は９１８億５１４万３千円で、前年度に比べ４．３％の減、予算額に

対して、９９．２％の執行率となりました。 

歳出では、公共施設の耐震化や老朽化対策事業、庁舎建設などの大規模事業、

２ヶ年で実施していた押立文化センターの改築や郷土の森常設展示室のリニュ

ーアルを完了させるなど、一般会計の支出済額は８９５億１５４１万３千円で、

前年度に比べ３．３％の減となり、予算額に対して、９６．８％の執行率とな

りました。 
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２ 収入支出の状況 

 

（１）一般会計 

一般会計では、最終予算額９２５億５６３万４千円に対して、収入済額は９

１８億５１４万３千円（執行率９９．２％）となり、前年度と比較して４１億

３２２２万８千円（４．３％）の減となりました。また、支出済額は８９５億

１５４１万３千円（執行率９６．８％）で、前年度と比較して３０億９１２６

万８千円（３．３％）の減となりました。 

 歳入では、財源の中心となる市税は、市税全体で前年度と比較して４億６９

８３万９千円（０・９％）の増となりました。歳入総額に占める市税の割合は

５４．６％となっています。また、地方消費税交付金では、消費税引き上げの

影響など７億１１２６万６千円（２５．１％）の増となりました。一方、繰入

金では、府中駅南口地区市街地再開発事業の進捗状況などにより３１億８０３

９万４千円（８６．６％）の減となりました。 

歳出では、前年度と比較して、主に、諸支出金で１１億７３４０万円（６８．

６％）、農林水産業費で４２９６万４千円（４６．４％）、商工費で４０６０万

４千円（１１．０％）の増となり、土木費で２６億７７１７万１千円（２４．

４％）、総務費で２３億４３６９万７千円（１９．６％）の減となりました。 
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図表５ 平成２６年度一般会計歳入・歳出決算の概況 

 

［歳入］ 

 

※各科目の決算・合計額は、千円未満を切り捨てた額です。 

［歳出］ 

 

※各科目の決算・合計額は、千円未満を切り捨てた額です。 
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（２）特別会計   

特別会計は７会計を設け、一般会計とは区別して経理を明確にしています。 

 主な特別会計を前年度と比較してみますと、国民健康保険特別会計では、歳

入で１億７３６８万４千円（０．７％）の減、歳出で１億６８６３万８千円（０．

７％）の減、後期高齢者医療特別会計では、歳入で２億８３３０万２千円（６．

６％）の増、歳出で２億６８５７万２千円（６．３％）の増、介護保険特別会

計では、歳入で８億９４７７万８千円（６．７％）の増、歳出で８億４０２１

万１千円（６．４％）の増、公共用地特別会計では、歳入で８億９６０２万７

千円（３３．９％）の増、歳出で９億７０６１万８千円（４０．９％）の増、

火災共済事業特別会計では、歳入で３０４万８千円（４８．０％）の減、歳出

で３８１万円（６７．９％）の減となっています。 

 なお、競走事業特別会計では、平成２７年度より公営企業会計への移行に伴

い、平成２８年３月下旬で打ち切り決算となっているため、最終予算額に対す

る執行率は低くなっています。 

 

 

図表６ 平成２６年度特別会計歳入・歳出決算の概況 

 

会計別 
最終予算額 

（千円） 

収入済額 

（千円） 

執行率

（％） 

支出済額 

（千円） 

執行率

（％） 

国民健康保険 24,240,277  23,463,806  96.8 23,460,430  96.8 

後期高齢者医療 4,610,647  4,553,531  98.8 4,532,171  98.3 

介護保険 14,454,421  14,314,475  99.0 13,989,012  96.8 

競走事業 131,452,638  120,956,982  92.0 119,759,297  91.1 

公共用地 3,536,528  3,541,947  100.2 3,344,998  94.6 

下水道事業 4,191,717  4,007,489  95.6 3,754,829  89.6 

火災共済事業 9,331  3,300  35.4 1,796  19.3 

合   計 182,495,559  170,841,533  93.6 168,842,537  92.5 

※収入済額・支出済額は千円以下を切り捨てているため、各合計と一致しません。 
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３ 市税の負担と行政サービス費用の状況 

 

平成２６年度の市税総額は、５００億９０６８万７千円となり、外国人を含

む市民１人当たりの金額にすると１９万６１６８円で、前年度と比べ３６６円

（０．２％）の増となっています。 

 これに対して、福祉、教育、都市環境の整備などの行政サービス費用は、一

般会計と競走事業特別会計を除いた６特別会計の合計で、市民１人当たり５０

万６６７４円となり、市税負担と比べ約２．６倍となっています。 

 

 

図表７ 市民１人当たりの市税負担と行政サービス費用 

 

ｔｇ５ 

        

 

 

 

 

      行政サービス費用                

        5０万６６７４円      

 

                              市税負担 

                      19 万６１６８円 

 

 

 

※ 行政サービス費用：一般会計と各特別会計の歳出総額の合計額 

※ 人口：２５５，３４６人（平成２７年３月３１日）  

約２．６倍 
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４ 市有財産の状況    

 

  市が所有する公共施設や公園などの土地は、平成２６年度中に１万８９３１．

２８平方メートル増加して、１６３万９５８０．８９平方メートルになりまし

た。 

 また、市が所有する建物については、平成２６年度は、１５９５．１７平方

メートル増加して、６４万６７６０.１３平方メートルになりました。 

 

 

図表８ 市有財産（土地・建物）の状況 

２５年度 ２６年度 差引 ２５年度 ２６年度 差引

本庁舎 8,646.43 ㎡ 10,046.01 ㎡ 1,399.58 ㎡ 21,229.26 ㎡ 21,229.26 ㎡ 0.00 ㎡

府中駅北第２庁舎 1,580.28 ㎡ 1,580.28 ㎡ 0.00 ㎡ 4,434.85 ㎡ 4,434.85 ㎡ 0.00 ㎡

その他の公用財産 58,926.75 ㎡ 71,926.82 ㎡ 13,000.07 ㎡ 23,800.74 ㎡ 23,800.74 ㎡ 0.00 ㎡

学校 552,327.86 ㎡ 552,327.86 ㎡ 0.00 ㎡ 267,419.92 ㎡ 267,419.92 ㎡ 0.00 ㎡

市営住宅 63,592.78 ㎡ 63,592.78 ㎡ 0.00 ㎡ 45,627.56 ㎡ 45,627.56 ㎡ 0.00 ㎡

公園 452,735.99 ㎡ 456,452.05 ㎡ 3,716.06 ㎡ 1,693.51 ㎡ 1,693.51 ㎡ 0.00 ㎡

その他の施設 331,448.47 ㎡ 331,448.47 ㎡ 0.00 ㎡ 276,898.93 ㎡ 278,175.15 ㎡ 1,276.22 ㎡

151,391.05 ㎡ 152,206.62 ㎡ 815.57 ㎡ 4,060.19 ㎡ 4,379.14 ㎡ 318.95 ㎡

1,620,649.61 ㎡ 1,639,580.89 ㎡ 18,931.28 ㎡ 645,164.96 ㎡ 646,760.13 ㎡ 1,595.17 ㎡

普通財産

合　　　計

種別 土地 建物

区分

公
用
財
産

公
共
用
財
産
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Ⅲ 附表   

 

 １ 平成２７年度一般会計歳入予算の状況 

 ２ 平成２７年度一般会計歳出予算の状況 

 ３ 平成２７年度市税の状況 

 ４ 平成２７年度各会計歳入歳出予算の状況 

 ５ 平成２７年度市債の状況 

  ①借入先別市債現在高 

  ②会計別款別市債現在高 

 ６ 平成２６年度一般会計歳入決算の状況 

 ７ 平成２６年度一般会計歳出決算の状況 

 ８ 平成２６年度市税決算の状況 

 ９ 平成２６年度各会計歳入歳出決算の状況 

１０ 平成２６年度基金の状況 

１１ 平成２６年度市債の状況 
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１　平成２７年度  一般会計歳入予算の状況

（単位：千円）

05　市　　　　　  　税 48,143,014 48,143,014 50.5 29,409,126 61.4 61.1

10　地　方　譲　与　税 361,743 361,743 0.4 109,418 0.2 30.2

12　利 子 割 交 付 金 256,998 256,998 0.3 169,906 0.4 66.1

13  配 当 割 交 付 金 522,420 522,420 0.6 88,431 0.2 16.9

14　株式等譲渡所得割交付金 322,321 322,321 0.3 0.0 0.0

15  地方消費税交付金 5,704,364 5,704,364 6.0 3,565,747 7.4 62.5

17　自動車取得税交付金 142,208 142,208 0.2 47,771 0.1 33.6

20　国有提供施設等所在

　　 市町村助成交付金等 4,181 4,181 0.0 0.0 0.0

24　地方特例交付金 189,350 189,350 0.2 185,853 0.4 98.2

25　地　方　交　付　税 1 1 0.0 0.0 0.0

30　交通安全対策特別交付金 27,761 27,761 0.0 15,650 0.0 56.4

35　分担金及び負担金 709,407 709,407 0.7 304,933 0.6 43.0

40　使用料及び手数料 3,731,993 2 3,731,995 3.9 1,291,541 2.7 34.6

45　国 庫 支 出 金 17,569,135 462,262 537,628 18,569,025 19.5 7,457,205 15.5 40.2

50  都　支　出　金 10,757,843 73,147 176,002 11,006,992 11.5 2,633,972 5.5 23.9

55　財　産　収　入 226,545 226,545 0.2 140,594 0.3 62.1

60　寄　　附　　金 365,507 365,507 0.4 5,329 0.0 1.5

65　繰　　入　　金 502,121 82,009 584,130 0.6 0.0 0.0

70　繰　　越　　金 1,100,000 255,831 833,900 2,189,731 2.3 2,189,731 4.6 100.0

75　諸　　収　　入 903,388 83 903,471 0.9 344,313 0.7 38.1

80　市　　　　　債 1,309,700 82,000 1,391,700 1.5 0.0 0.0

 　歳  　入  　合  　計 92,850,000 791,240 1,711,624 95,352,864 100.0 47,959,520 100.0 50.3

（平成27年9月30日現在）

収入済額
構成比
（％）

執行率
（％）

区　　　　　　分 当初予算額
継続費及び繰
越事業費繰越
財源充当額

補正予算額 予算現額
構成比
（％）
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２　平成２７年度  一般会計歳出予算の状況

（単位：千円）

１　議     会     費 569,622 569,622 0.6 302,817 0.8 53.2

２　総     務     費　 8,969,319 66,463 177,651 9,213,433 9.7 3,243,600 8.9 35.2

３　民     生     費 46,707,034 173,217 46,880,251 49.1 20,874,895 57.0 44.5

４　衛     生     費 6,698,532 4,687 6,703,219 7.0 2,772,440 7.6 41.4

５　労     働     費 70,105 70,105 0.1 34,946 0.1 49.8

６　農 林 水 産 業 費 111,837 36,337 148,174 0.1 68,439 0.2 46.2

７　商     工     費 403,971 138,134 542,105 0.6 295,437 0.8 54.5

８　土     木     費 9,282,913 550,306 1,114,890 10,948,109 11.5 2,319,098 6.3 21.2

９　消     防     費 2,936,956 4,350 2,941,306 3.1 1,369,590 3.7 46.6

10　教     育     費 11,353,590 -7,171 11,346,419 11.9 3,802,156 10.4 33.5

11  公     債     費 4,469,121 4,469,121 4.7 1,518,629 4.2 34.0

12　諸   支   出   金 1,177,000 244,000 1,421,000 1.5 0.0 0.0

13　予     備     費 100,000 100,000 0.1 0.0 0.0

 　歳  　出  　合  　計 92,850,000 791,240 1,711,624 95,352,864 100.0 36,602,047 100.0 38.4

（平成27年9月30日現在）

支出済額
構成比
（％）

執行率
（％）

区　　　　　　分 当初予算額
継続費及び繰
越事業費繰越
財源充当額

補正予算額
及び予備費

予算現額
構成比
（％）
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３　平成２７年度   市税の状況

       （単位：千円）

市 民 税 22,172,900 22,172,900 24,286,317 14,014,803 63.2 57.7

固 定 資 産 税 21,241,309 21,241,309 21,817,610 12,622,525 59.4 57.9

軽 自 動 車 税 130,655 130,655 146,392 129,860 99.4 88.7

市 た ば こ 税 1,395,969 1,395,969 768,531 768,531 55.1 100.0

入 湯 税 1 1 0.0 0.0

都 市 計 画 税 3,202,180 3,202,180 3,293,549 1,873,407 58.5 56.9

市   税   合   計 48,143,014 0 48,143,014 50,312,399 29,409,126 61.1 58.5

（平成27年9月30日現在）

執行率
（％）

収入率
（％）

区　　　　　　分 当初予算額 補正予算額 予算現額 調  定  額   収入済額
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４　平成２７年度 　各会計歳入歳出予算の状況

（単位：千円）

　　区　　　　　　分

一  般  会  計 92,850,000 791,240 1,711,624 95,352,864 47,959,520 50.3 36,602,047 38.4

特  別  会  計 55,435,547 0 216,173 55,651,720 22,920,637 41.2 19,937,860 35.8

国  民  健  康  保　険 28,243,633 -118,151 28,125,482 11,723,507 41.7 11,287,377 40.1

後  期  高  齢  者　医  療 4,655,314 4,655,314 2,023,901 43.5 1,506,523 32.4

介    護    保    険 14,779,820 334,324 15,114,144 6,958,573 46.0 5,952,752 39.4

公    共    用  　地 3,726,586 3,726,586 562,633 15.1 305,502 8.2

下   水   道   事   業 4,020,888 4,020,888 1,651,029 41.1 885,676 22.0

火  災  共  済  事  業 9,306 9,306 994 10.7 30 0.3

合     計 148,285,547 791,240 1,927,797 151,004,584 70,880,157 46.9 56,539,907 37.4

（平成27年9月30日現在）

執行率
（％）

支出済額
執行率
（％）

区　　　　　　分 当初予算額
継続費及び繰
越事業費繰越
財源充当額

補正予算額 予算現額 収入済額
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５　平成２７年度 市債の状況
①　借入先別市債現在高

（単位：千円）

借  入  先  一般会計 下水道事業特別会計 合      計

財　　務　　省 14,058,321 1,866,647 15,924,968

旧日本郵政公社 3,282,673 196,021 3,478,694

東  　京  　都 19,132,148 4,329 19,136,477

全国市有物件災害共済組合 73,382 73,382

東京都区市町村振興協会 1,545,031 1,545,031

地方公共団体金融機構 42,037 2,760,233 2,802,270

市　中　銀　行 1,855,575 1,855,575

 　　合　　　　計 39,989,167 4,827,230 44,816,397
　　※一般会計には用地会計分を含みます。

現   在   高 借   入   額 償   還   額　 現　在　高 構成比
H27.3.31 27.4.1～27.9.30 27.4.1～27.9.30 H27.9.30 (%)

財　　務　　省 16,786,662 861,693 15,924,969 35.5 35.534

旧日本郵政公社 3,777,321 298,627 3,478,694 7.8 7.762

東  　京  　都 19,214,750 78,274 19,136,476 42.7 42.700

全国市有物件災害共済組合 82,488 9,106 73,382 0.2 0.164

東京都区市町村振興協会 1,174,536 484,700 114,205 1,545,031 3.4 3.447

地方公共団体金融機構 2,693,105 190,800 81,635 2,802,270 6.3 6.253

市　中　銀　行 2,023,866 168,291 1,855,575 4.1 4.140

 　　合　　　　計 45,752,728 675,500 1,611,831 44,816,397 100.0
（平成27年9月30日現在）

借  入  先
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②会計別款別市債現在高
（単位：千円）

現   在   高 借   入   額 償   還   額　 現　在　高

H27.3.31 27.4.1～27.9.30 27.4.1～27.9.30 H27.9.30 １人当たり 世帯当たり

一 般 会 計 40,964,601 484,700 1,460,134 39,989,167 5,679 11,979

総務債 3,394,549 423,600 50,651 3,767,498 197 416

民生債 635,322 26,617 608,705 104 218

衛生債 798,837 184,925 613,912 719 1,517

商工債 327,069 0 327,069 0 0

土木債 8,313,276 95,364 8,217,912 371 782

消防債 410,968 61,100 33,802 438,266 131 277

教育債 14,159,517 532,271 13,627,246 2,070 4,367

減税補塡債 1,923,282 122,535 1,800,747 477 1,005

臨時財政対策債 11,001,781 413,969 10,587,812 1,610 3,396

下水道事業会計 4,788,127 190,800 151,697 4,827,230 590 1,244

下水道事業債 4,788,127 190,800 151,697 4,827,230 590 1,244

   合　　計 45,752,728 675,500 1,611,831 44,816,397 6,269 13,223
※一般会計には用地会計分を含みます。

区     分

人  口　257,099人  

世帯数　121,893世帯

償還額に対する市民負担額(円)

（平成27年9月30日現在）

20202020



６　平成２６年度  一般会計歳入決算の状況

（単位：千円）

05　市　　　　　  　税 47,944,717 54.2 2,017,267 49,961,984 54.0 50,090,686 54.6 100.3

10　地　方　譲　与　税 380,065 0.4 -9,479 370,586 0.4 368,177 0.4 99.3

12　利 子 割 交 付 金 283,206 0.3 63,075 346,281 0.4 336,654 0.4 97.2

13  配当割交付金 297,314 0.3 125,384 422,698 0.5 424,910 0.5 100.5

14  株式等譲渡所得割交付金 243,520 0.3 167,769 411,289 0.5 357,442 0.4 86.9

15  地方消費税交付金 3,587,490 4.1 325,906 3,913,396 4.2 3,544,079 3.9 90.6

17　自動車取得税交付金 123,121 0.1 123,121 0.1 122,865 0.1 99.8

20　国有提供施設等所在

  　市町村助成交付金等 4,167 0.0 4,167 0.0 4,181 0.0 100.3

24  地方特例交付金 211,848 0.3 -22,498 189,350 0.2 189,350 0.2 100.0

25　地　方　交　付　税 1 0.0 1 0.0 61,091 0.1 6,109,100.0

30　交通安全対策特別交付金 32,938 0.0 -5,177 27,761 0.0 28,235 0.0 101.7

35　分担金及び負担金 1,006,765 1.1 33,534 1,040,299 1.1 1,038,277 1.1 99.8

40　使用料及び手数料 2,164,108 2.5 5,431 2,169,539 2.4 2,184,823 2.4 100.7

45　国 庫 支 出 金 17,027,081 19.3 194,868 -336,480 16,885,469 18.3 16,452,038 17.9 97.4

50  都　支　出　金 9,757,979 11.0 -17,543 9,740,436 10.5 9,646,327 10.5 99.0

55　財　産　収　入 220,205 0.3 -3,028 217,177 0.2 241,075 0.3 111.0

60　寄　　附　　金 343,507 0.4 54,520 398,027 0.4 399,628 0.4 100.4

65　繰　　入　　金 1,417,865 1.6 -904,414 513,451 0.6 492,860 0.5 96.0

70　繰　　越　　金 900,000 1.0 139,600 2,191,090 3,230,690 3.5 3,230,690 3.5 100.0

75　諸　　収　　入 953,403 1.1 274,409 1,227,812 1.3 1,286,649 1.4 104.8

80　市　　　　　債 1,510,700 1.7 -198,600 1,312,100 1.4 1,305,100 1.4 99.5

 　歳  　入  　合  　計 88,410,000 100.0 334,468 3,761,166 92,505,634 100.0 91,805,143 100.0 99.2

※収入済額は千円以下を切り捨てているため、合計額と一致しません。

構成比
（％）

執行率
（％）

区　　　　　　分 当初予算額 最終予算額 収入済額補正予算額
継続費及び繰
越事業費繰越
財源充当額

構成比
（％）

構成比
（％）
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７　平成２６年度　一般会計歳出決算の状況

（単位：千円）

１　議     会     費 528,935 0.6 -5,707 523,228 0.6 515,458 0.6 98.5

２　総     務     費　 9,160,689 10.4 894,836 10,055,525 10.9 9,641,711 10.8 95.9

３　民     生     費 45,245,019 51.2 -184,672 45,060,347 48.7 44,027,957 49.2 97.7

４　衛     生     費 6,707,313 7.6 127,230 6,834,543 7.4 6,651,755 7.4 97.3

５　労     働     費 73,679 0.1 0 73,679 0.1 69,206 0.1 93.9

６　農 林 水 産 業 費 115,905 0.1 69,359 185,264 0.2 135,514 0.1 73.1

７　商     工     費 397,826 0.4 189,465 587,291 0.6 410,315 0.5 69.9

８　土     木     費 9,139,080 10.3 334,468 -489,076 8,984,472 9.7 8,307,878 9.3 92.5

９　消     防     費 3,021,338 3.4 -67,162 2,954,176 3.2 2,908,404 3.2 98.5

10　教     育     費 9,118,509 10.3 323,236 9,441,745 10.2 9,142,260 10.2 96.8

11  公     債     費 4,745,707 5.4 77,257 4,822,964 5.2 4,821,948 5.4 99.9

12　諸   支   出   金 56,000 0.1 2,827,000 2,883,000 3.1 2,883,000 3.2 100.0

13　予     備     費 100,000 0.1 -600 99,400 0.1 0.0 0.0

 　歳  　出  　合  　計 88,410,000 100.0 334,468 3,761,166 92,505,634 100.0 89,515,413 100.0 96.8

※支出済額は千円以下を切り捨てているため、合計額と一致しません。

構成比
（％）

執行率
（％）

  支出済額最終予算額当初予算額　　区　　　　　　分
補正予算額
及び予備費

継続費及び繰
越事業費繰越
財源充当額

構成比
（％）

構成比
（％）
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８　平成２６年度  市税決算の状況 

 （単位：千円）

市      民      税 21,926,748 1,950,576 23,877,324 47.8 25,381,412 23,957,036 47.8 100.3 94.4

固  定  資  産  税 21,140,807 117,265 21,258,072 42.5 21,781,268 21,277,270 42.5 100.1 97.7

軽  自  動  車  税 126,241 126,241 0.3 144,259 130,488 0.3 103.4 90.5

市 た ば こ 税 1,556,574 -50,574 1,506,000 3.0 1,527,740 1,527,740 3.0 101.4 100.0

入　湯　税 1 1 0.0 0 0 0.0 0.0 0.0

都  市  計  画  税 3,194,346 3,194,346 6.4 3,293,816 3,198,150 6.4 100.1 97.1

市  税  合  計 47,944,717 2,017,267 49,961,984 100.0 52,128,498 50,090,687 100.0 100.3 96.1

※調定額と収入済額は千円以下を切り捨てているため、市税合計額と一致しません。

平成27年3月31日現在 人口 255,346 人

世帯数 120,279 世帯

市      民      税 93,822 199,179

固  定  資  産  税 83,327 176,899

軽  自  動  車  税 511 1,085

市 た ば こ 税 5,983 12,702

都  市  計  画  税 12,525 26,589

市  税  合  計 196,168 416,454

区　　　　　　分

区　　　　　　分 当初予算額 補正予算額 最終予算額

一人当たりの負
担額（円）

一世帯当たりの
負担額（円）

構成比
（％）

調  定  額 収入済額
収入率
（％）

執行率
（％）

構成比
（％）
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９　平成２６年度　各会計歳入歳出決算の状況

（単位：千円）

　　区　　　　　　分

一 般 会 計 88,410,000 334,468 3,761,166 92,505,634 91,805,143 99.2 89,515,412 96.8

特 別 会 計 178,476,398 40,960 3,978,201 182,495,559 170,841,533 93.6 168,842,537 92.5

国  民  健  康  保　険 24,091,770 148,507 24,240,277 23,463,806 96.8 23,460,430 96.8

後　期　高　齢　者  医  療 4,524,753 85,894 4,610,647 4,553,531 98.8 4,532,171 98.3

介    護　  保  　険 14,145,389 309,032 14,454,421 14,314,475 99.0 13,989,012 96.8

競    走    事    業 126,709,232 4,743,406 131,452,638 120,956,982 92.0 119,759,297 91.1

公    共    用  　地 4,963,872 -1,427,344 3,536,528 3,541,947 100.2 3,344,998 94.6

下   水   道   事   業 4,032,051 40,960 118,706 4,191,717 4,007,489 95.6 3,754,829 89.6

火  災  共  済  事  業 9,331 9,331 3,300 35.4 1,796 19.3

合  計 266,886,398 7,739,367 275,001,193 262,646,676 95.5 258,357,950 93.9

※収入済額・支出済額は千円以下を切り捨てているため、各合計と一致しません。

執行率
（％）

支出済額　　区　　　　　　分 当初予算額 最終予算額 収入済額補正予算額
継続費及び繰越
事業費繰越財源
充当額

執行率
（％）

24242424



10　平成２６年度　基金の状況
（単位：千円）

  基　　金　　名 平成２５年度末残高 平成２６年度積立額 平成２６年度取崩額 平成２６年度末残高

奨学基金 837,000 837,000
福祉基金 3,837,921 13,000 3,850,921
災害救助基金 843,430 4,205 847,635
環境基金 1,356,287 25,000 1,381,287
公共施設管理基金 4,131,000 9,000 4,140,000
競走事業運営調整基金 1,005,000 3,000 1,008,000
財政調整基金 5,257,011 1,712,000 44,540 6,924,471
荒奨学基金 324,467 324,467
公共施設整備基金 10,035,953 1,237,000 74,596 11,198,357
都市整備基金 1,714,243 4,000 259,243 1,459,000
介護保険給付費準備基金 457,197 199,874 165,851 491,220
市民活動推進基金 1,024,000 32,000 992,000
庁舎建設基金 4,628,397 1,374,988 475,220 5,528,165
下水道施設改築基金 3,342,000 744,000 4,086,000
平和島モーターボート競走場駐車施設整備基金 701,000 799,000 1,500,000
　計 ① 39,494,906 6,125,067 1,051,450 44,568,523
土地開発基金 7,841,000 7,841,000
国民健康保険給付費資金貸付基金 3,000 3,000
介護保険高額介護ｻｰﾋﾞｽ等資金貸付基金 5,000 5,000
  計 ② 7,849,000 7,849,000

合 計 ①＋② 47,343,906 6,125,067 1,051,450 52,417,523

※①は利子運用・取崩基金
　②は定額運用基金
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11　平成２６年度　市債の状況
　  （単位：千円）

償還額に対する市民負担額(円)

１人当たり 世帯当たり

一 般 会 計 43,063,896 2,620,700 4,313,568 41,371,028 16,893 35,863
総務債 3,074,916 918,600 175,367 3,818,149 687 1,458
民生債 741,105 105,783 635,322 414 879
衛生債 1,036,113 315,549 720,564 1,237 2,623
商工債 335,454 8,385 327,069 33 70
土木債 8,399,602 778,000 864,326 8,313,276 3,385 7,186
消防債 451,590 103,100 82,622 472,068 324 687
教育債 14,825,003 821,000 1,486,486 14,159,517 5,821 12,359
減税補てん債 2,458,262 534,980 1,923,282 2,095 4,448
臨時財政対策債 11,741,851 740,070 11,001,781 2,898 6,153

下水道事業会計 5,085,443 206,100 312,617 4,978,926 1,224 2,599
下水道事業債 5,085,443 206,100 312,617 4,978,926 1,224 2,599

   合　　計 48,149,339 2,826,800 4,626,185 46,349,954 18,117 38,462
　　※一般会計には用地会計分を含みます。 （平成27年3月31日現在）

人口 255,346 人

世帯数 120,279 世帯

区     分
平成２５年度末

現   在   高
平成２６年度起債額 平成２６年度償還額

平成２６年度末
現   在   高
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